
○障害者総合支援法に基づく指定特定相談支援事業者の指定等及び児童福

祉法に基づく指定障害児相談支援事業者の指定等に関する規則  

平成２４年３月３０日  

規則第２５号  

改正  平成２５年４月１日規則第２８号  

（題名改称）  

平成２７年１２月２８日規則第５３号  

平成３０年５月１０日規則第２９号  

（趣旨）  

第１条  この規則は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８

年政令第１０号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「障害者総合支援法施

行規則」という。）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成

２４年厚生労働省令第２８号）並びに児童福祉法（昭和２２年法律１６４号）、

児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）、児童福祉法施行規則（昭和２

３年厚生省令第１１号）及び児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の

人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２９号）に定めるもの

のほか、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者（以下「事業

者」という。）の指定等に関し必要な事項を定めるものとする。  

（平２５規則２８・平３０規則２９・一部改正）  

（用語）  

第２条  この規則における用語の意義は、障害者総合支援法及びこれに基づく命

令並びに児童福祉法及びこれに基づく命令に定めるところによる。  

（平２５規則２８・一部改正）  

（指定の申請等）  

第３条  障害者総合支援法施行規則第３４条の５９第１項及び児童福祉法施行規

則第２５条の２６の６第１項に規定する申請書は、／特定相談支援事業所／障



害児相談支援事業所／指定（更新）申請書（別記第１号様式）とする。  

２  事業者の指定を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所又は施設の入口

その他公衆の見やすい場所に掲示するものとする。  

（平２５規則２８・平３０規則２９・一部改正）  

（指定の更新の申請等）  

第４条  前条の規定は、事業者の指定の更新について準用する。この場合におい

て、同条第１項中「障害者総合支援法施行規則第３４条の５９第１項及び児童

福祉法施行規則第２５条の２６の６第１項」とあるのは「障害者総合支援法施

行規則第３４条の５９第３項及び児童福祉法施行規則第２５条の２６の６第３

項」と、同条第２項中「事業者の指定」とあるのは「事業者の指定の更新」と

読み替えるものとする。  

（平３０規則２９・追加）  

（変更の届出等）  

第５条  障害者総合支援法第５１条の２５第３項及び第４項並びに児童福祉法第

２４条の３２の規定による届出は、障害者総合支援法施行規則第３４条の６０

及び児童福祉法施行規則第２５条の２６の７に掲げる事項の変更に係るものに

あっては変更届出書（別記第２号様式）により、事業の廃止、休止又は再開に

係るものにあっては廃止・休止・再開届出書（別記第３号様式）により、それ

ぞれ行うものとする。  

（平２５規則２８・一部改正、平３０規則２９・旧第４条繰下・一部改正） 

（公示）  

第６条  市長は、障害者総合支援法第５１条の３０第２項及び児童福祉法第２４

条の３７の規定に基づき次に掲げる事項を公示するものとする。  

(１ ) 指定等に係る指定特定相談支援事業者又は指定障害児相談支援事業者の

名称及び主たる事務所の所在地  

(２ ) 指定等に係る事業所の名称及び所在地  

(３ ) 指定等の年月日  

(４ ) 指定等に係る指定計画相談支援又は指定障害児相談支援の種類  

(５ ) 事業の主たる対象者  

(６ ) 事業所番号  



（平２５規則２８・一部改正、平３０規則２９・旧第５条繰下）  

（業務管理体制の整備等に関する事項の届出）  

第７条  障害者総合支援法第５１条の３１第２項第２号及び同条第４項の規定に

よる届出は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書（別記第４号様式）により行

うものとする。  

２  児童福祉法第２４条の３８第２項第２号及び同条第４項の規定による届出は、

児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書 （別記第５号様

式）により行うものとする。  

（平３０規則２９・追加）  

（業務管理体制の整備等に関する事項の変更の届出）  

第８条  障害者総合支援法第５１条の３１第３項の規定による届出は、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく業務管理体制の

整備に関する事項変更届出書（別記第６号様式）により行うものとする。  

２  児童福祉法第２４条の３８第３項の規定による届出は、児童福祉法に基づく

業務管理体制の整備に関する事項変更届出書（別記第７号様式）により行うも

のとする。  

（平３０規則２９・追加）  

（補則）  

第９条  この規則に規定するもののほか、事業者の指定等に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

（平３０規則２９・旧第６条繰下・一部改正）  

附  則  

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。  

附  則（平成２５年４月１日規則第２８号）  

（施行期日）  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行の日前に第１条の規定による改正前の習志野市障害者自立支

援法施行細則、第４条の規定による改正前の習志野市障害児通所支援及び障害



児相談支援に関する規則及び第９条の規定による改正前の障害者自立支 援法に

基づく指定特定相談支援事業者の指定等及び児童福祉法に基づく指定障害児相

談支援事業者の指定等に関する規則により作成された用紙については、この規

則の施行の日以後においても当分の間、使用し、又は所要の修正をして使用す

ることができる。  

附  則（平成２７年１２月２８日規則第５３号）抄  

（施行期日）  

１  この規則は、平成２８年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行の日前にこの規則による改正前の第２条から第８条まで及び

第１１条から第２０条までに掲げる規則により作成された用紙については、こ

の規則の施行の日以後においても当分の間、使用し、又は所要の修正をして使

用することができる。  

附  則（平成３０年５月１０日規則第２９号）  

この規則は、公布の日から施行する。  



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記第１号様式（第３条）  

（平２７規則５３・全改、平３０規則２９・一部改正）  

第２号様式（第５条）  

（平２７規則５３・全改、平３０規則２９・一部改正）  

第３号様式（第５条）  

（平２７規則５３・全改、平３０規則２９・一部改正）  

第４号様式（第７条第１項）  

（平３０規則２９・追加）  

第５号様式（第７条第２項）  

（平３０規則２９・追加）  

第６号様式（第８条第１項）  

（平３０規則２９・追加）  

第７号様式（第８条第２項）  

（平３０規則２９・追加）  

 


